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審査請求に対する裁決について（答申） 

 
 平成２７年２月４日付け公委（監）発第１０号による下記の諮問について、  

別紙のとおり答申します。 
記 

 諮問第１５７号 
 平成２６年１２月２６日付けで審査請求人から提起された、自己情報不開示 

決定（平成２６年１１月４日付け監発第４３９号）に係る審査請求の裁決に   

ついて 
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諮問第１５７号 
答 申 

 
１ 審議会の結論 
 千葉県警察本部長（以下「実施機関」という。）が平成２６年１１月４日付

け監発第４３９号で行った自己情報不開示決定（以下「本件決定」という。）

について、千葉県個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）は、次のと

おり判断する。 
 実施機関の判断は、妥当である。 

 
２ 審査請求の経緯 
（１）審査請求人は、平成２６年１０月２３日付けで、実施機関に対し、千葉県

個人情報保護条例（平成５年千葉県条例第１号。平成２８年千葉県条例第１

５号による改正前のもの。以下「条例」という。）第１６条第１項の規定に

より、次のとおり開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。 
  「私に関しての文書 

１．事件番号平成○年（○）第○○号損害賠償等請求事件〈原告○○被告

千葉県〉に関して平成○年●月●日から同年■月■日の間に作成された文

書 
（１）監察官室所属の警察職員等が作成した文書等 
（２）（１）職員と被告訴訟代理人弁護士等の法律事務所関係の文書 
（３）会計課の（２）の法律事務所に対する金銭の支払いに関する文書等 
２．その他の上記１．に関する文書」 

（２）本件請求に対し実施機関は、本件請求のうち、千葉県警察本部総務部会計

課（以下「会計課」という。）に係る部分を除いた請求について、開示請求

に係る個人情報を作成及び取得しておらず、行政文書を保有していないこ

とを理由として本件決定を行い、また、会計課に係る部分の請求について、

平成２６年１０月３１日付け会発第１３５１号で自己情報不開示決定を行

った。 
（３）本件決定に対し審査請求人は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０

号）第５条の規定により、実施機関の上級行政庁である千葉県公安委員会に

対し、平成２６年１２月２６日付けで審査請求（以下「本件審査請求」とい

う。）を行った。 
（４）本件審査請求を受けて、条例第４６条第２項に規定する諮問実施機関とな

る千葉県公安委員会（以下「諮問実施機関」という。）は、同条第１項の規

定により、平成２７年２月４日付け公委（監）発第１０号で審議会に諮問し

た。 
 
３ 審査請求人の主張要旨 
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審査請求書において、審査請求人はおおむね次のとおり主張している。 
（１）審査請求の趣旨 

必ず存在する文書と思料されるので速やかに開示決定願いたい（隠蔽、隠

匿していると思料される）。 
（２）審査請求の理由 

ア 平成○年●月●日から、同年■月■日の間において、千葉地方裁判所民

事第○○号法廷にて第○回公判が同年■月▲日午前○時○分から開廷、審

理されており、出席した指定代理人２名が文書を作成すると思料される。 
イ 公判の審理、記録は、必ず上司に報告し、文書作成を実施すると思料さ

れる。 
ウ 上記イの文書を作成してないと極めて不自然な状況である。 
エ 以上の状況から、作成された文書は必ず存在すると思料される。 

 
４ 諮問実施機関の説明要旨  

理由説明書において、諮問実施機関はおおむね次のとおり主張している。 
（１）審査請求人の主張 

 審査請求人は、平成○年■月▲日に千葉地方裁判所において行われた、審

査請求人を原告、千葉県を被告とする国家賠償請求事件（以下「本件訴訟」

という。）の審理（第○回口頭弁論）（以下「本件口頭弁論」という。）に関し

て、本件口頭弁論に被告として出廷していた指定代理人（千葉県警察本部警

務部監察官室（以下「監察官室」という。））が、本件口頭弁論の状況につい

て上司に報告するために何らかの文書を必ず作成しているはずであるのに、

審査請求人の開示請求に対して、同文書は保有していないとして不開示決定

としたのは、同文書を隠蔽、隠匿していると思料される等と主張する。 
（２）審査請求人の主張に対する説明 

ア 国家賠償請求事件等において監察官室が作成する行政文書 
 千葉県（千葉県警察）を被告とする国家賠償事件又は行政事件の訴訟が

提起された場合、監察官室が作成する行政文書は、千葉県知事や千葉県公

安委員会に対して訴訟の発生・応訴を報告する行政文書、弁護士事務所と

訴訟委任契約を締結する場合における会計手続のための行政文書、警察庁

及び関東管区警察局に訴訟が提起されたことを申報する行政文書である。

また、訴訟が結審・判決となった場合は、監察官室は、判決の見通しに関

する行政文書、弁護士事務所と訴訟委任契約を締結する場合における判決

に伴う訴訟委任料（終結金）を支払う会計手続のための行政文書、警察庁

及び関東管区警察局に判決結果を申報する行政文書を作成することとな

る。そして、その他に作成する場合としては、審理途中における請求内容

の変更や和解・取下げ等の当該訴訟にかかる重要事項についての報告文書

や伺い文書等を作成する。 
 しかし、訴訟係属中における個々の口頭弁論の状況等についての文書は
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作成していない。また、同内容に係る行政文書を作成しなければならない

旨を定めた文書に関する規定も存在しない。 
イ 本件訴訟の場合 
 本件訴訟においては、審査請求人から当初国家賠償事件として訴訟が提

起されたことから、弁護士事務所に訴訟委任し、かつ、監察官室の職員が

千葉県の指定代理人に指定された。その後、同職員は、前記アのとおり、

本件訴訟の提起及び結審・判決における行政文書を作成した。 
 そして、本件口頭弁論に被告として出廷した指定代理人（監察官室職員）

は、所属長である監察官室長に口頭で弁論の状況を報告したが、同内容や

報告結果についての行政文書は作成していない。 
 

５ 審議会の判断 
（１）本件請求について 
  ア 本件請求は、本件訴訟に関して、平成○年●月●日～同年■月■日の間

に作成されたはずであると審査請求人が主張する次の（ア）～（エ）の文

書に記録されている自己の個人情報の開示を求めるものである。 
  （ア）監察官室所属の警察職員等（以下「監察官室職員等」という。）が作

成した文書 
  （イ）監察官室職員等と訴訟代理人（弁護士）の法律事務所（以下「本件法

律事務所」という。）との間でやり取りした文書  
  （ウ）会計課の本件法律事務所に対する金銭の支払いに関する文書 

（エ）その他の文書 
イ なお、上記ア（ウ）に対して、実施機関が会計課を担当課として行った

平成２６年１０月３１日付け会発第１３５１号の自己情報不開示決定は

本件審査請求の対象ではないと認められるため、上記ア（ア）、（イ）及び

（エ）について検討する。 
（２）本件訴訟に係る行政文書について 

ア 実施機関が作成した文書 
実施機関によれば、本件訴訟に関し、次の①～⑦のとおり文書を作成 

したが、すべて審査請求人が求める期間内に作成されたものではなく、 

①～③の文書については保存期間内であるため現存しているものの、 

④～⑦の文書については保存期間が満了したため廃棄した旨説明する。 
①訴訟委任契約関係（着手）に関する文書 

②訴訟委任契約関係（終結）に関する文書 

③申報（判決結果）に関する文書 
④発生応訴に関する文書 
⑤申報（発生）に関する文書 
⑥判決見通しに関する文書 
⑦審理途中における請求内容の変更についての報告文書 
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（ア）現存する文書 
審議会で、現存する上記①～③の文書を見分したところ、審査請求人 

が求める期間に作成されたものではないことから、かかる文書について

本件請求に係る対象文書ではないとした実施機関の説明に不合理な点

は認められない。 
（イ）廃棄した文書 
   すでに廃棄された上記④～⑦の文書について、審査請求人が求める期

間内に作成されたものではなく、本件請求の対象外であるとする実施機

関の主張の妥当性を確認するため、かかる文書の作成年月日を以下のと

おり検討する。 
  ａ 上記④及び⑤の文書について 
    上記④の文書は、千葉県知事や千葉県公安委員会に訴訟の発生・応

訴を報告する文書であり、上記⑤の文書は、警察庁及び関東管区警察

局に訴訟が提起されたことを報告する文書である。 
実施機関によれば、これらは、訴状送達後、間を置かずに作成され

るものである。 
審議会で検討したところ、本件訴訟の訴状送達が平成○年▲月▲日

であることから、審査請求人が求める期間内に作成されたものではな

いと考えられる。 
ｂ 上記⑥の文書について、 

  上記⑥の文書は、警察庁及び関東管区警察局に判決結果を申報する

行政文書である。 

  実施機関によれば、口頭弁論終結後から判決までの間に作成される

ものである。 

審議会で検討したところ、本件訴訟の最終口頭弁論が平成○年□月

□日であることから、審査請求人が求める期間内に作成されたもので

はないと考えられる。 

ｃ 上記⑦の文書について 

  上記⑦の文書は、審理途中における訴訟内容の変更等、当該訴訟に

関わる重要事項について報告する行政文書である。 

  このことについて、審議会が改めて実施機関に確認したところ、会

計手続に関する文書の一部として、会計課が保管していることが判明

した。 

審議会で、かかる文書を見分したところ、審査請求人が求める期間

内に作成されたものではないことが認められる。 

ｄ よって、上記④～⑦の文書について、本件請求に係る対象文書では

ないとした実施機関の説明に、特段不合理な点は認められない。 

  イ 実施機関が作成していない文書 
（ア）上記（１）ア（ア）、（イ）及び（エ）について、実施機関が上記アに
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おいて作成したと説明する文書以外に存在するか検討する。 
（イ）審査請求人は、千葉県の指定代理人２名が本件口頭弁論の状況等に 

係る文書を必ず作成しているはずであると主張する。 
審議会で検討したところ、本件口頭弁論の状況等に係る文書が存在す 

るとすれば、本件口頭弁論に出席した指定代理人である監察官室職員に

よる所属長等への報告文書や準備書面等の訴訟に関する書類が考えら

れる。 
ａ 監察官室職員による所属長等への報告文書について 

諮問実施機関は、本件訴訟に関する対応方針はおおむね定まってお

り、個々の口頭弁論において、当該対応方針の変更を検討する必要性

も認められなかったことから、指定代理人である監察官室職員は、所

属長である監察官室長に口頭で弁論の状況を報告したため、訴訟係属

中における個々の口頭弁論の状況等に係る文書は作成していないと

説明する。 
また、実施機関によれば、監察官室職員が本件訴訟に関する書類の

保管場所を確認したところ、かかる文書は確認できなかったとのこと

である。 
審議会で、本件訴訟の内容を確認したところ、諮問実施機関の説明

を否定する特段の事情は認められず、さらに、監察官室職員による文

書の探索結果を踏まえると、監察官室職員による所属長等への報告文

書は存在しないとする諮問実施機関の説明は、不合理とまではいえな

い。 
ｂ 訴訟に関する書類 

実施機関によれば、訴訟に関する書類については、訴訟代理人であ

る弁護士が作成しており、監察官室の職員は作成しておらず、事件確

定後、弁護士が作成した文書は実施機関に対し提出されたものの、実

施機関では行政文書に該当しないとして、受領後すぐに廃棄している

とのことである。 
このことについて、審議会がさらに実施機関に確認したところ、弁

護士から受領した文書には、一連の訴訟記録等が含まれると説明して

おり、そうだとすると、これらを一概に行政文書に該当しないとする

実施機関の判断については疑義があり、その妥当性について以下検討

する。 
（ａ）行政文書について 

条例による自己情報開示の対象となるのは「行政文書に記録され

た自己の個人情報」（条例第１５条第１項）であり、「行政文書」に

ついては、条例第２条第３号により「実施機関の職員が職務上作成

し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録であって、当該実施機

関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有してい
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るもの」と定義されている。 
そして、「組織的に用いるもの」に該当するか否かは、文書の作成、

取得、利用、保存又は廃棄の状況を総合的に考慮して、実質的に判

断することが相当である。 
（ｂ）弁護士から受領した文書について 

弁護士から受領した文書について、弁護士によって作成された文

書であっても、実施機関の訴訟委任によって作成されたものであり、

実施機関を被告とする訴訟事務のために利用されていた状況を考慮

すると、「実施機関の職員が職務上作成し、又は取得」し、かつ「組

織的に用いるもの」に該当すると認められる。 
よって、実施機関は、弁護士から受領した文書について、行政文

書として適切に取り扱うべきであったと考えられるが、本件請求時

においては本件法律事務所で保管されていたことから、かかる文書

について、存在しないとする諮問実施機関の説明は、不合理とまで

はいえない。 
（ウ）次に、審議会で検討したところ、本件訴訟の訴訟代理人である弁護士

から、実施機関に対し本件口頭弁論に係る報告文書等が送付されている

ものと推察される。 
審議会が実施機関に確認したところ、監察官室職員は、各期日に訴訟

代理人とともに出席し、概要を把握していることから、改めて訴訟代理

人である弁護士から報告書等をもらうことはしておらず、また、実施機

関職員が、本件訴訟に関する書類の保管場所を確認したところ、かかる

文書は確認できなかったとのことである。 
そうだとすると、監察官室職員等と本件法律事務所との間でやり取り

した文書について、存在しないとする実施機関の説明は、不合理とまで

はいえない。   
（エ）また、上記（ア）～（ウ）で検討した文書の他に、本件請求に係る文

書が存在するという事情は認められない。 
ウ よって、本件請求に係る個人情報を作成及び取得しておらず、行政文書

を保有していないとする諮問実施機関の説明に特段不合理な点は見当た

らず、本件決定は、妥当なものであると認められる。 
（３）結論 

以上のことから、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 
 

６ 附言 

実施機関がすでに廃棄したと説明する文書について、本件審査請求に係る審

議の論点となり得るものが含まれており、これらが廃棄されたことにより、審

議会の審議に支障をきたすこととなった。実施機関においては、千葉県警察の

文書に関する訓令（平成２０年千葉県警察本部訓令第２２号）第２３条の規定
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により、必要に応じた保存期間の延長を行う等、行政文書の適正な管理に努め

られたい。 
 
７ 審議会の処理経過 

審議会の処理経過は、次のとおりである。 
 

審 議 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容  

平成２７年２月４日 諮問書の受理 

平成２７年４月２３日 諮問実施機関の理由説明書受理 

平成２８年１１月２９日 審議（平成２８年度第３回第２部会） 

平成２８年１２月２０日 
審議（平成２８年度第４回第２部会）実施機関 

口頭理由説明 

平成２９年 １月２４日 審議（平成２８年度第５回第２部会） 

平成２９年 ２月２８日 審議（平成２８年度第６回第２部会） 
 
 

千葉県個人情報保護審議会第２部会 

氏 名 職 業 等 備 考 

石井 徹哉 千葉大学副学長  

中曽根 玲子 國學院大學専門職大学院法務研究科教授 部会長 

藤岡 園子 弁護士 部会長職務代理者 

（五十音順） 
 


